平成２２年度高齢者虐待防止・身体拘束ゼロ推進の取組状況について

大阪府では、高齢者虐待防止法の施行を踏まえた高齢者虐待防止・身体拘束ゼロ推進会議（平成１６年度から平成１８年度）での提言を受け、高齢者虐待防止の取組を進めています。

Ⅰ　平成２１年度府内高齢者虐待の状況

　平成２１年度における高齢者虐待防止法に基づく市町村の対応状況等は次のとおりでした。

１　養介護施設従事者等による虐待

○　市町村より報告があったのは７件でした。虐待の事実が認められた事例は昨年度と同数でした。

○　種別・類型は「身体的虐待」が４件、「心理的虐待」が３件、「介護・世話の放棄・放任」が１件でした。

○　養介護施設等の種別は「認知症対応型共同生活介護」が3件、「特別養護老人ホーム」が２件、「訪問介護」、「介護療養型医療施設」がそれぞれ１件でした。
○　全ての案件で、市町村が施設等への指導や被虐待高齢者の保護等の対応を行っています。
２　養護者による虐待

（１）市町村への相談・通報等

○　市町村の相談・通報受理件数は1,443件で、虐待を受けた又は受けたと思われたと判断された事例（以下、「虐待事例」といいます。）は1,036件でした。これは、昨年度と比較して、相談・通報受理件数で７８件、虐待事例で５７件の減少となっていますが、平成19年度と比較すると、それぞれ85件、87件多く、高い数字となっています。
○　相談・通報者は「介護支援専門員・介護保険事業所職員」が、相談・通報受理件数のうちほぼ半数で、次いで「被虐待高齢者本人」、「警察」、「家族・親族」がそれぞれ１割程度となっており、２０年度とほぼ同じ傾向です。

（２）虐待の種別・類型

　○　「身体的虐待」が約６割と最も多く、次いで「心理的虐待」、「経済的虐待」、「介護・世話の放棄・放任」の順でした。

（３）被虐待高齢者・虐待者の状況・関係等

　○　被虐待高齢者の性別では、「女性」が４分の３以上で、年齢階級別では「70-79歳」が約４割を占めていました。
　○　被虐待高齢者からみた虐待者の続柄は、「息子」が37.9％と最も多く、次いで「夫」が21.5％でした。また、８割以上の被虐待高齢者が虐待者と同居でした。

（４）虐待への対応策

　○　「被虐待高齢者と虐待者を分離した事例」は、415件で、うち主な対応は、「契約による介護保険サービスの利用」が129件（30.8％）と最も多く、次いで「医療機関への一時入院」が101件（24.1％）、「老人福祉法に基づくやむを得ない事由等による措置」が４９件（11.7％）の順でした。

　○　「被虐待高齢者と虐待者を分離していない事例」は604件で、うち主な対応は、「養護者に対する助言・指導」が271件（44.6％）と最も多く、次いで「見守り」が162件（26.6％）、「既に介護保険サービスを受けているが、ケアプランを見直し」が128件（21.1％）、「介護保険サービスを受ける」が105件（17.3％）の順でした。

※　対応件数については重複があります。
３　市町村における高齢者虐待防止対応のための体制整備等について
　　「高齢者虐待の対応窓口となる部局の住民への周知」が全市町村で、「講演会や市報等で住民への高齢者虐待に関する啓発活動」が３７市町村、「地域包括支援センター等関係者への高齢者虐待に関する研修」が３１市町村、「市区町村長による成年後見申立の円滑化に向けた役所・役場内の体制強化」が３７市町村と積極的に取り組まれています。
一方、ネットワークの状況に目を転ずると、「早期発見・見守りネットワーク構築への取組」は３２市町村が取り組んでおり、虐待の早期発見、早期対応に向けての体制整備が進んでいます。しかし、現に発生している虐待事例にどのように対応するかを検討する「保健医療福祉サービス介入ネットワーク構築への取組」は２１市町村、法律関係者、医療関係者から構成され、専門的な対応が必要な場合に協力を求める「関係専門機関介入支援ネットワーク構築への取組」は１５市町村にとどまっています。
また、「独自の高齢者虐待対応のマニュアル、業務指針、対応フロー図等の作成」が２５市町村、「老人福祉法の規定による措置を採るために必要な居室確保のための関係機関との調整」は２２市町村となっています。
Ⅱ　家庭内における高齢者虐待防止の取組

１　平成２２年度の取組

（１）市町村における高齢者虐待防止体制整備への支援

①高齢者虐待対応事案への自己評価手法の検証と普及
　「市町村高齢者虐待対応評価ガイドブック」（市町村が高齢者虐待の相談・通報事案の全体を台帳管理しながら個別事案への対応の評価を行い、さらには市町村の高齢者虐待防止対策の全体の評価につなげる仕組）を府内９市区でモデル実施してもらい、市町村の体制整備強化促進につながる評価を実施するための検証を行いました。
　【大阪府高齢者虐待防止市町村体制整備強化促進事業アドバイザー兼実務者ワーキング会議】

第1回会議　　平成２２年１０月　１日

第2回会議　　平成２２年１２月１７日

第3回会議　　平成２３年　３月　（予定）
　
②専門人材の育成

　　高齢者虐待に対応する市町村職員や地域包括支援センター職員等の実務者の対応力向上を図るために、社会福祉士会と連携して、「高齢者虐待対応市町村実務者研修」を実施しました。
（平成２２年７～８月）
③専門相談窓口の設置

　　支援困難な事例に対応する市町村・地域包括支援センター等を支援するため、府立介護情報・研修センターにおいて専門相談窓口を設置し、専門家の派遣等を含めた事例への介入支援を行うとともに、市町村の体制整備につながる助言等を行いました。
《事業内容》

　・専門相談員による電話・来所相談

　・市町村が実施する会議に保健師、弁護士、社会福祉士を派遣して専門的な助言の実施

④市町村担当者連絡会議の開催

　　高齢者虐待の防止に向け、府内の現状や課題の共通認識や情報交換を図るため、市町村担当者連絡会議を開催しました（平成２２年７月１３日）。
《議題》

・高齢者虐待対応に必要な法律の知識とその活用

・高齢者虐待対応体制、取り組みについての情報交換
（２）高齢者虐待防止の普及・啓発

①関係機関職員等への啓発
介護保険施設や介護保険事業者等対象の集団指導等において、高齢者虐待防止法の周知をはじめ、高齢者虐待防止に関する啓発を行いました。
②ホームページ等における普及・啓発
高齢者虐待の防止に向けた取組を着実に進めるため、「平成２１年度大阪府内市　　　　　　　　　　町村における高齢者虐待の対応状況と大阪府の取組」について、ホームページで公表し、関係機関や府民等への高齢者虐待の現状と正しい理解の普及と啓発に努めるとともに、「市町村高齢者虐待対応評価ガイドブック」や「高齢者虐待対応ケース管理ツール」等をホームページからダウンロードできるようにし、市町村における高齢者虐待対応評価体制構築の支援を行いました。
２　平成２３年度の取組

　広域自治体としての府の役割をふまえ、市町村が高齢者虐待防止の取組に的確に対応できるよう①処遇困難事例への支援、②体制整備支援の２つの柱で取組を進めていきます。

（１）市町村による高齢者虐待防止体制整備への支援

　
　①専門人材の養成

　　府内の高齢者虐待の現状をふまえつつ、市町村・地域包括支援センター職員の対応力向上を図るために、効果的な研修体系・カリキュラムを構築し、実施していきます。

　②市町村高齢者虐待対応評価体制構築の支援
　　「市町村高齢者虐待対応評価ガイドブック」のさらなる普及・促進を図り、市町村における高齢者虐待対応評価体制構築の支援を行っていきます。
　③専門相談窓口の設置
　　より複雑化・支援困難化する事例に対応する市町村・地域包括支援センター等を支援するため、引続き専門相談を実施し、事例への介入支援を行っていきます。
　
④市町村担当者連絡会議の開催

　　高齢者虐待の防止に向けて現状や課題の共通認識を図るため、市町村の担当者連絡会議を開催するなど、市町村との連携に努めます。また、その際、単に府からの一方的な説明・報告にとどまらず、高齢者虐待への取組状況等について各市町村が主体となって行う意見交換を取入れるなど、相互の経験交流が図れるよう努めます。
（２）高齢者虐待防止の普及・啓発
　　虐待事案が市町村への通報につながるよう、関係機関等に対する集団指導時における啓発やホームページを活用することにより、高齢者虐待の正しい理解についての普及・啓発を行います。
Ⅲ　施設内における身体拘束廃止推進等の取組

１　平成２２年度の取組

（1） 身体拘束ゼロのための行動計画の推進

①身体拘束ゼロ推進員養成研修の実施

施設のよりよいケアの提供と技術の向上を目的に、介護保険施設の指導的立

場にある者を対象として、研修を実施し、身体拘束廃止に関する認識と知識を深め、身体拘束廃止に関する実践的な手法を習得されるよう努めます。

講義　　　平成２３年２月～3月　　計４日（予定）　

施設実習　平成２３年２月又は3月中の１日（予定）　

修了者　　（２１年度　６０名）

②看護職員研修の実施

　　介護保険施設の看護職員を対象として研修を実施し、身体拘束廃止に関する

理解を深め、医療的な観点から身体拘束を廃止するための実践的な知識・技術

を習得されるよう努めました。

平成２２年１２月１５・16日　

修了者　　112名（２１年度　１４２名）

（2） 行動計画進捗状況の把握

1 身体拘束実施状況調査アンケートの実施
平成２１年度において、施設における身体拘束ゼロのための行動計画の進捗状況を把握するため、アンケート調査を６０９施設について実施し、５０５施設から回答を得ました。

その回答では、９１％の施設において、大阪府身体拘束ゼロ推進標準マニュアルを活用して身体拘束ゼロに取り組んでおり、どの施設種別においても、身体拘束を行っている施設の割合は、平成２０年度のアンケート結果よりも減少しています。
（平成１９年度47.8％、平成20年度40.２％、平成21年度39.2％）
平成２２年度においても同様のアンケートを実施する予定です。

2 実地指導時及び自主点検表等において、各介護保険施設の取組状況の把握

平成２２年１２月末現在の実地指導の実施状況は、介護保険施設総数８５施設（特別養護老人ホーム５２、介護老人保健施設１８、療養型医療施設１５）となっています。
実地指導をした結果、施設によっては、やむを得ない場合の同意は得ているものの、やむを得ない場合に該当する三要件（切迫性、非代替性、一時性）すべてを満たしていないケースや、解除のための検討会の開催頻度が少ない、他に介護・看護方法がなかったかの検討が深まっていないケース等が見受けられました。身体拘束を行わないケアの推進、やむを得ず実施する場合は適切に実施するよう指導しています。
　　　なお、今年度に実地指導を実施しなかった施設については、次年度以降の実

施時に自主点検表等の提出を求め、取組状況を把握することとしています。

２　今後の取組

今後とも、大阪府身体拘束ゼロ推進標準マニュアルを活用して「身体拘束ゼロのための行動計画」の推進を図り、利用者の尊厳を保つために身体拘束のない介護を目指し、サービスの質の向上が図られるよう、介護保険施設の主体的な取組等の啓発、支援を実施していきます。

資料 ３








6

